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した 2013 年に調査した上場企業のデータ，拙稿（2015a；2015b） でも公表し







保険業を除く当時のすべての上場企業 3,259 社であり，2013 年６月 31 日を回
収期限として，2013 年６月１日に郵送質問票調査を実施した。発送先は各企
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対して質問票を送付した。質問票は 2014 年６月 31 日を回収期限として，2014
年６月１日に郵送を実施した。発送先は各企業の経理部長宛てに郵送した。回









2015 年に追加調査した中小企業は，金融業と保険業を除く従業員数 100 名
以上の非上場の企業で，資本金が５億円未満の上記 8,027 社のうち，既に調査
した 3,500 社以外の企業 4,527 社を対象に調査しようとしたが，従業員数 100
名以上ということでこの年新たに検索したところ，企業数に変化がみられた。
そのため，上記の 2014 年に調査した企業を除く 5,477 社に対して質問票を送
付することになった。質問票は２回に分けて送付した。１回目は 2015 年８月
31 日を回収期限として 2015 年８月１日に 1,619 社に対して送付し，２回目は
2015 年 11 月 30 日を回収期限として 2015 年 11 月１日に 3,858 社に対して送付
した。発送先は各企業の経理部長宛てに郵送した。回収期限後も含めた最終回
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場企業 3,444 社が対象であり，2016 年６月 31 日を回収期限として，2016 年６
月１日に郵送質問票調査を実施した。この際，３年前の 2013 年６月 31 日に既
にご記名で回答いただいた企業 99 社は除いて質問票を郵送したため，実際に
は 3,345 社に発送することになった。このように 2013 年６月 31 日に回収した
際にご記名で回答いただけた企業 99 社は把握できたが，無記名でご回答いた






期限後も含めた最終回収企業は 177 社で回収率は 5.29%であった。この調査
はいってみれば積極的にご回答頂ける企業は除いた再調査となったため，当然
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のことながら回収率は極めて低いものとなった。ただ，2013 年調査の上場企















回収期限後も含めた最終回収企業は 82 社で回収率は 8.99%であった。
⑥ 2017 年の金融・保険業の再調査
さらにその後，2017 年に金融・保険業の再調査を行った。その理由は，
2016 年に回収したデータ 82 社だけでは統計解析するにはサンプル数が少な
かったためである。2017 年に再調査した金融・保険業は，金融業と保険業を
中心としたすべての金融・保険業が対象であり，2017 年８月 31 日を回収期限
として，2017 年８月１日に郵送質問票調査を実施した。この際，前年の 2016
年 8 月 31 日に既にご記名で回答いただいた企業 28 社は除いて質問票を郵送
したため，実際には 884 社に発送することになった。なお，その際，2016 年
8 月 31 日に回収した際にご記名で回答いただけた企業 28 社は把握できたが，
無記名でご回答いただいた企業 54 社は既に回収できているのかどうか不明で
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回収期限後も含めた最終回収企業は 41 社で回収率は 4.64%であった。2016 年













次表の通りであり，製造業 510 社（10.4%），情報・通信業 76 社（7.5%），建
設業 123 社（11.5%），不動産業 23 社（9.1%），卸・小売業 247 社（8.4%），サー
ビス業 184 社（8.7%），運輸・倉庫業 104 社（8.9%），電気・ガス業 7社（14.3%），
金融・保険業 123 社（13.5%）などであった。
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図表１：回答企業の業種
発送 回収 回収率
製造業 4,917 510 10.4%
情報・通信業 1,012 76 7.5%
建設業 1,074 123 11.5%
不動産業 254 23 9.1%
卸・小売業 2,924 247 8.4%
サービス業 2,110 184 8.7%
運輸・倉庫業 1,163 104 8.9%
電気・ガス業 49 7 14.3%
金融・保険業 912 123 13.5%
その他 50 5 10.0%
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た結果，差があった（χ２= 43.451，自由度 =12，p=.000 ）。金融・保険業と産
業全体で差があるかどうか，カイ二乗検定によって確認した結果，差があった









あった（χ２= 98.539，自由度 =10，p=.000 ）。同様にして，金融・保険業と建
設業でも差があった（χ２= 46.615，自由度 =11，p=.000 ）。ただ，金融・保険
業とサービス業では差がなかった（χ２= 13.530，自由度 =10，p=.196 ）。ちな



















た（χ２= 167.427，自由度 =12，p=.000 ）。同様にして，金融・保険業と建設
業でも，差があった（χ２= 91.226，自由度 =8，p=.012 ）。金融・保険業とサー
ビス業でも差があった（χ２=163.492，自由度 =12，p=.000 ）。ちなみに金融・
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図表 9：金融・保険業，非製造業，産業全体の「各種管理会計手法の有無」比較
利益計画 意思決定
金融・保険 非製造業 全産業 金融・保険 非製造業 全産業
行う 118（95.9%）714（91.9%）1181（91.8%） 75（61.0%）520（67.0%）890（69.2%）
行わない 5（4.1%） 63（8.1%） 106（8.2%） 48（39.0%）256（33.0%）397（30.8%）
原価企画 原価管理




金融・保険 非製造業 全産業 金融・保険 非製造業 全産業
行う 13（10.6%） 47（6.1%） 83（6.4%） 9（7.3%）151（19.5%）450（35.0%）
行わない 110（89.4%）729（93.9%）1204（93.6%）114（92.7%）625（80.5%）837（65.0%）
予算管理 MPC
金融・保険 非製造業 全産業 金融・保険 非製造業 全産業
行う 112（91.1%）689（88.8%）1135（88.2%） 8（6.5%） 57（7.3%） 83（6.4%）
行わない 11（8.9%） 87（11.2%）152（11.8%）115（93.5%）719（92.7%）1204（93.6%）
業績管理 BSC
金融・保険 非製造業 全産業 金融・保険 非製造業 全産業























価管理｣（χ２= 48.789，自由度 =1，p=.000），｢業績管理｣（χ２= 4.440，自由




22.417，自由度 =1，p=.000），｢原価管理｣（χ２= 99.846，自由度 =1，p=.000），
｢実体管理｣（χ２= 39.087，自由度 =1，p=.000）の有無に差がみられ，これら
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N M SD N M SD N M SD
見積財務諸表 104 5.61 1.23 580 4.97 1.48 972 4.98 1.52
CVP分析 62 3.60 1.82 462 3.98 1.69 804 4.15 1.70
原価企画 73 4.45 1.86 571 4.86 1.50 964 4.97 1.47
SWOT分析 70 3.94 1.48 475 4.04 1.49 805 4.00 1.49
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図表 12：金融・保険業，非製造業，産業全体の「意思決定の管理会計手法」比較
金融・保険業 非製造業 全産業
N M SD N M SD N M SD
経営分析 73 5.60 0.86 446 5.27 1.10 770 5.22 1.17
直接原価計算 36 3.69 1.92 360 4.70 1.65 663 4.80 1.61
CVP,損益分岐点分析 41 4.29 1.54 336 4.54 1.54 620 4.66 1.50
差額原価収益分析 36 3.64 1.79 310 3.66 1.63 568 3.74 1.60












原価企画については，金融・保険業の実践企業は 20 社の 16.3%で，非製造
業の 25.1%よりも少なく，産業全体の 37.7%に比べてかなり少なかった。原
価企画については，金融・保険業とその他の個々の業種の間でも比較してみる。
｢原価企画｣ の有無について，｢行う｣ の割合は，金融・保険業 16.3%，卸・小
売業 20.2%，建設業 37.4%，サービス業 23.4%，製造業 56.7%であり，次図の
ようになった。
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みる。｢原価管理｣ の有無について，｢行う｣ の割合は，金融・保険業 35.0%，卸・
小売業 51.0%，建設業 95.9%，サービス業 70.7%，製造業 90.6%であり，次図
のようになった。
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N M SD N M SD N M SD
実際原価計算 26 4.77 1.97 430 5.47 1.34 801 5.49 1.32
標準原価計算 18 4.17 1.72 271 4.13 1.71 613 4.65 1.76
直接原価計算 17 3.53 2.00 285 4.65 1.82 578 4.57 1.78
CVP・損益分岐点分析 21 4.33 1.39 279 4.32 1.46 580 4.43 1.47
原価企画 18 4.33 1.97 253 3.69 1.65 535 3.86 1.62
特殊原価調査 17 3.35 1.80 230 3.01 1.52 473 3.15 1.55
ABC／ ABM 19 4.68 1.89 229 2.97 1.66 463 2.87 1.58
ライフサイクルコスティング 16 3.50 1.59 231 3.06 1.55 470 2.93 1.49















































みる。｢実体管理｣ の有無について，｢行う｣ の割合は，金融・保険業 7.3%，卸・












































N M SD N M SD N M SD
所要の収益性の実現 108 5.94 0.98 638 5.97 0.95 1065 5.97 0.98
財務安全性の確保 90 5.40 1.43 565 4.74 1.51 952 4.76 1.47
所用の原価引下げ 78 3.74 1.67 547 4.41 1.48 932 4.68 1.41
部門の業績評価 89 4.92 1.63 618 5.54 1.17 1014 5.36 1.26



































N M SD N M SD N M SD
財務指標 110 5.43 1.30 652 5.41 1.19 1076 5.39 1.21
顧客関連指標 99 5.04 1.41 573 4.40 1.44 957 4.34 1.40
業務プロセス関連指標 91 4.22 1.44 558 3.97 1.34 944 4.03 1.32
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N M SD N M SD N M SD
売上総利益 81 5.31 1.54 582 5.98 1.16 962 5.88 1.18
営業利益 91 5.67 1.39 599 6.16 2.25 1007 6.12 1.84
限界利益 56 3.88 1.66 455 4.42 1.62 816 4.75 1.59
ROA 63 4.35 1.75 429 3.74 1.56 745 3.79 1.56
ROE 64 4.28 1.78 436 3.76 1.56 755 3.84 1.61
キャッシュフロー 61 3.75 1.79 480 4.78 1.55 831 4.84 1.55
EVA 51 3.16 1.55 374 3.10 1.44 645 3.25 3.25
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